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グリーンリスト（付属書１別表）の位置づけ

◼ 目的：資金調達者の潜在的な需要を喚起し、またグリーンプロジェクト検討の際の目線を提供す
ることにより質の担保にも貢献することで、グリーンファイナンス市場の発展を目指す。

◼ グリーンリストは、ICMAのグリーンボンド原則において示されている資金使途の例示の分類を元に、国内外の知
見や発行実績等を踏まえ、グリーンプロジェクトとして整理され得るものを例示したもの。

◼ いずれの項目に関しても、包括的な分類を意図したものではなく、ここに記載の内容に限定されるものではな
い。

◼ ネガティブな効果に関する指標は、環境面からのネガティブな効果として想定される主要なものを列挙したも
のであり、事業内容等によっては、これら以外の環境面からのネガティブな効果もありうるほか、社会面からのネ
ガティブな効果等も想定されることから、個別事例に応じて検討することが重要。（「付属書１明確な環境改
善効果をもたらすグリーンプロジェクトの判断指針」を参照）

◼ これらの観点から、以下の修正を実施。

◼ 簡潔で視認性の高いリストの性質を維持するため、小分類の記載の粒度を揃えるなど、文言の見直しを実施。

◼ 一方、具体的な記載が需要の喚起に資する場合もあることから、一部の具体的・詳細の記載は維持。

◼ 関係する政府の計画等や、現在の市場における発行動向も踏まえて、記載を修正。
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大分類１
再生可能エネルギーに関する事業（発電、送電、機器を含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

1-1 ー ー ー

1-2 ー

1-3 • 再生可能熱事業における機器製造も
資金使途に含めることを意図し、1-
3と1-4の記載順を入れ替え。

1-4 • 同上

1-5 • WGでのご意見及び地球温暖化対策
計画の記載を踏まえ、店舗、農林漁
業関連施設等を追加するとともに記
載粒度をそろえて例示。

1-6 ー
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大分類２
省エネルギーに関する事業（省エネ性能の高い建築物の新築、建築物の省エネ改修、

エネルギー貯蔵、地域冷暖房、スマートグリッド、機器を含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

2-1 • WGでのご意見及び地球温暖化対
策計画の記載を踏まえ、店舗、農
林漁業関連施設等を追加するとと
もに記載粒度をそろえて例示。

• 環境認証取得の記載がかかる部分
を明確化。

ー • 通信技術等の例示としてデータ
センターを記載。

2-2 • WGでのご意見及び地球温暖化対
策計画の記載を踏まえ、店舗、農
林漁業関連施設等を追加するとと
もに記載粒度をそろえて例示。

2-3 ー

2-4 • 地球温暖化対策計画にあわせて、
ICTソリューションにFEMSを追
記。
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大分類３
汚染の防止と管理に関する事業（排水処理、温室効果ガスの排出抑制、土壌汚染対

策、廃棄物の3Rや熱回収、これらに関連する環境モニタリングを含む。）
小分類

（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

3-1 ー • （単位の記載の微修正を実施） • WGでのご意見を踏ま
え、「一部構成素材の
リサイクル率向上によ
る製品ライフサイクル
全体での単純焼却や埋
立となる廃棄物の増
加」を追記。

3-2 ー • 省庁間協議を踏まえ、「分析技術の
改善や刷新等により削減されたCO2
排出量の削減量（t-CO2）」を追記。

3-3 ー ー

3-4 ー ー

3-5 ー ー

3-6 ー • プラスチック資源循環戦略を踏まえ、
指標の明確化及び追記を実施。

3-7 ー ー
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大分類４
自然資源・土地利用の持続可能な管理に関する事業（持続可能な農業・漁業・水産

養殖業・林業、総合的病害虫・雑草管理（IPM）、点滴灌漑を含む。）
小分類

（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

4-1 ー • 省庁間協議を踏まえ、みどりの食料システム法に基づく認定と、
環境負荷低減の「見える化」の取組を想定して、「環境負荷低
減活動に取り組む農地の面積」、「環境負荷低減活動の取組に
よる農産物の収穫量」を追記。

• 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ、「自然共生サイト
（増進活動実施計画等の実施区域）の面積（持続可能な農業に
関する事業を実施している場合に限る）」を追記。

ー

4-2 ー • 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ、「自然共生サイト
（増進活動実施計画等の実施区域）の面積（持続可能な漁業に
関する事業を実施している場合に限る）」を追記。

4-3 ー • 省庁間協議を踏まえ、気候変動適応の観点から、「水源かん養
量」を追記。

• 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ、「自然共生サイト
（増進活動実施計画等の実施区域）の面積（持続可能な森林経
営に関する事業を実施している場合に限る）」を追記。

4-4 • より包括的な記載として
現行版の4-4と4-5を統合。

• WGでのご意見を踏まえ、
「グリーンインフラに関
する取組」を追記。

• より包括的な記載として現行版の4-4と4-5を統合。
• 「都市緑地法等の一部を改正する法律（令和６年５月成立）」

に基づき創設された制度である「優良緑地確保計画認定制度
（TSUNAG）等」を踏まえ、指標の例として「優良緑地確保計
画認定制度（TSUNAG）の取得面積や取得数」を追記。

• 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ、「自然共生サイト
（増進活動実施計画等の実施区域）の面積」を追記。

4-5 ー ー

4-6 ー ー
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大分類５
生物多様性保全に関する事業（沿岸・海洋・河川流域環境の保護を含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分類

番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

5-1 • WGでのご意見を踏まえ、
「グリーンインフラに
関する取組」を追記。

• 省庁間協議を踏まえ、
「水産資源の増殖及び
（又は）」を「水質浄
化・生物多様性の確保
及び（又は）」に修正。

• 「都市緑地法等の一部を改正する法律（令和６年５月成立）」に基づき
創設された制度である「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）等」を
踏まえ、指標の例として「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）の取
得面積（m2） 」を追記。

• 省庁間協議を踏まえ、以下を追加。
• 生物学的多様度指数
• 置換不能度
• 絶滅危惧種の種数、割合

• 気候変動とのシナジー（相乗効果）の観点に係る以下の指標を追記。
• 遊水機能をもつ湿地の保全・再生面積（ha/年）
• 地下水かん養量（m3/年）

• （指標名の記載の微修正を実施）

ー

5-2 ー 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ「自然共生サイト（増進活動実
施計画等の実施区域）の面積（絶滅危惧種の保全を実施している場合に限
る）（m2）」を追記。

ー

5-3 ー 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ「自然共生サイト（増進活動実
施計画等の実施区域）の面積（侵略的外来種の負の影響の防止・削減を実
施している場合に限る）（m2）」を追記。

ー

5-4 ー 生物多様性増進活動促進法の成立を踏まえ「自然共生サイト（増進活動実
施計画等の実施区域）の面積（鳥獣被害の緩和に貢献する事業を実施して
いる場合に限る）（m2）」を追記。

ー

5-5 ー ー ー
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大分類６
クリーンな運輸に関する事業（電動車、公共交通機関、鉄道、自転車、複合輸送、クリーンエ

ネルギーを利用する輸送手段や有害物質の発生抑制のためのインフラの整備を含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

6-1 • 省庁間協議を踏まえ、「内航海運におけるハイブ
リッド船」を追加。

ー ー

6-2 ー ー ー

6-3 ー ー ー

6-4 ー ー ー

6-5 • 省庁間協議を踏まえ、「停泊中船舶」を「船舶」
に修正。

ー ー
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大分類７
持続可能な水資源管理に関する事業（清浄な水や飲用水の確保のためのインフラ、

都市排水システム、河川改修その他の洪水緩和対策を含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

7-1 （資金使途名の微修正を実施） ー ー

7-2 ー ー

7-3 ー （単位の記載の微修正を実施）

7-4 ー ー

7-5 ー ー
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大分類８①
気候変動に対する適応に関する事業（気候変動の観測や早期警報システム等の情報

サポートシステムを含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

8-1 • 省庁間協議を踏まえ、資金使途例
に、「施設栽培における設備等の
導入」、「生産地の移動」、「気
候変動に対応する養殖品種や技術
の開発・導入」、「魚種の変化に
対応した加工設備の導入」、「藻
場の保全等の漁場整備に関する事
業」を追記。

• 省庁間協議を踏まえ、「気候変動
に対応する作物品種や技術の開発
や導入（品目転換を含む）」に修
正。

• 省庁間協議を踏まえ、「気候変動に対応した品種の開
発件数（件）」、「農産物への高温等の影響を回避・
軽減するための品目転換面積（ha）、適応技術の活
用面積（ha）」、「飼料生産における、不安定な気
象への対応を目的とした、複数草種導入等による草地
改良面積（ha） 」、「高水温適応株（ノリなどの海
藻類）の開発件数（件）」、「漁場整備のための高水
温耐性種の播種・移植による藻場造成面積（ha）、
造成後のモニタリングや食害生物対策の実施面積
（ha）」を追記。

• （指標名の微修正を実施）

• 省庁間協議を
踏まえ、「空
調設備等の設
置および使用
時間の増加に
よる温室効果
ガス排出量の
増加等」を追
記

8-2
• 省庁間協議を踏まえ、「水道水等

の水質保全、水資源の保全」を追
記。

• 省庁間協議を踏まえ、「節水対策導入割合（％）」、
「雨水および塩水利用技術の導入件数（件）」、「地
下水かん養量（m3）」、「塩水遡上対策の実施件数
（箇所）」、「アオコ等発生抑制、流入防止対策件数
（箇所）」を追記。

8-3

• 省庁間協議を踏まえ、「気候変動
影響のモニタリングに関する事
業」を追記。

• 省庁間協議を踏まえ、「河川の氾濫原等における湿地
の保全・再生面積（ha/年）」、「森林整備面積
（ha/年）」、「緑地等の保全対象面積（ha/
年） 」、「優良緑地確保計画認定制度
（TSUNAG）の取得面積（m2）や取得数」、「モニ
タリング機器の設置件数（台）等」を追記。
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大分類８②
気候変動に対する適応に関する事業（気候変動の観測や早期警報システム等の情報

サポートシステムを含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

8-4

ー

• 省庁間協議を踏まえ、「遊水池の整備数（件）」、
「雨水排水施設の整備数（件）」、「雨水流失抑制量
（m3）または、雨水抑制対策率（％）等」、「田ん
ぼダムの取組面積（ha）」を追記。

（前頁参照）

8-5
• 省庁間協議を踏まえ、「クーリン

グシェルターの整備、建物の高気
密・高断熱化」を追記。

• （微修正を実施）

• 省庁間協議を踏まえ、「WBGT計、温湿度計等のモニ
タリング機器の設置数（箇所）」、「空調機器の設置
率（％）」、「クールスポットの設置件数（件）」、
「クーリングシェルターの整備件数（件）」、「建物
の高断熱・高気密化の対応件数（件）」を追記。

8-6

ー

• 省庁間協議を踏まえ、「水害対策を実施した事業所率
（％）」、「従業員等の熱中症対策コスト（円）」、
「食品製造等において気候変動への適応策を実施して
調達された原材料（高温による品質低下が起こりにく
い品種や、気候変動に対応するための品目転換により
生産された農産物）の導入量（t）導入割合（%）」
を追記。

8-7
ー

• 省庁間協議を踏まえ、「雨水浸透設備の導入率
（％）」を追記。

8-8
ー

ー
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大分類９
循環経済に対応した製品、製造技術・プロセス、環境配慮製品に関する事業（環境配慮型製品やエコラベル
や認証を取得した製品の開発及び導入、再生材や再生可能資源等の環境負荷低減効果のある素材による包装、

循環経済に関するツールやサービスを含む。）

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

9-1 • 持続可能な加工食品に関する検
討を踏まえ、「食料・農林水産
業における持続可能な加工・流
通システムの構築に資する取
組」を追記。

• 省庁間協議を踏まえ、「製品１ト
ン当たりのCO2排出量の削減量
（t-CO2/t）」を「事業実施前後の
カーボンフットプリントの削減量
（t-CO2）」に修正。

ー

9-2 ー ー ー
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大分類10
グリーンビルディングに関する事業

小分類
（資料4に示す
改訂案の小分

類番号）

変更点

小分類
環境改善効果を算出する際の

具体的な指標の例
ネガティブな
環境効果の例

10-1 WGでのご意見を踏まえ、グリーンインフラ
に関する取組を含む旨を追記。

• 地球温暖化対策計画の改訂にあたり、
製品使用時のHFCs漏洩量の削減に係る
新たな対策指標として、業務用エアコ
ン等の新規販売時における「常時監視
システムの導入率」が提案されている
ことを踏まえ、「代替フロン（HFCs）
漏洩量の削減量（t-CO2換算） を追記。

• 「都市緑地法等の一部を改正する法律
（令和６年５月成立）」に基づき創設
された制度である「優良緑地確保計画
認定制度（TSUNAG）等」を踏まえ、
指標の例としてTSUNAG認定を追記。

• （細かな記載方法の修正を実施）

ー

また、WGでのご意見を踏まえ、備考として「※TSUNAGは民間事業者等による緑地確保の取組に係る認定制度。例えば、 10-1との関係では、
環境改善効果を有する建築物の新築・改修と併せて緑地の整備等を行う際に、当該認定を取得することが考えられる。」を追記。
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今年度以降の改訂方向性について

国際原則や国内計画等との整合性を図る等の

既存の記載内容の整理及び見直しを主眼に置いた改訂作業の実施

2023年度

型づくり

2024年度

型に基づいた発展

関係省庁への確認を実施し、更なる資金使途事例を追加

各大分類に関係する法令・計画・制度・基準等の整理、必要に応じたグリーンリ

ストへの反映

2025年度以降

更新サイクルの構築

国際原則や国内計画等との整合性を図るための継続的な改訂と市場参

加者からのインプットの収集を定期的に実施できるようなサイクルの

構築を目指す
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グリーンリスト

の公表

call for inputs

※必要に応じて実施

ヒアリング

WGでの議論

環境関連
の計画・発
行事例等
の確認

◼ 国際原則や国内計画等との整合性を図るための継続的な改訂に加え、資金需要の顕在化、質の担
保のために、来年度以降下記のサイクルにより資金使途の例示の更新を実施するのはどうか。

• 改訂されたグリーンリストの公表

• 新規の環境関連の計画等や発行事例の中から、
資金使途に追記/修正すべき事項がないか確認

• 環境省の普及啓発事業のネットワークを活
用して現在のグリーンリストでは考慮できて
いない資金使途がないかヒアリングを実施

• 追加/削除すべき資金使途がないか、広く市中の意見を問うためcall for inputsを必要に応じて一
定期間実施

• 提出された情報を踏まえて、国際原則との整合性を図りつつ、グリーンリストの案をWGで議論・検討
（改訂が必要な内容を踏まえてパブリックコメント等の必要性を判断）

資金使途例の拡充に向けた更新サイクルのイメージ（案）



参考資料
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（参考）第5回WGでの議論を踏まえた発行事例調査① グリーンビル

発行体/借り手
（業種）

資金
調達
手段

発行年
グリーンボンド等の分類区

分
小分類
※

資金使途 出所

大和証券オフィス投資法人
（金融）

ローン 2024 2 省エネルギー、
10グリーンビルディング

10-1 適格クライテリアを満たすグリーンビルディングの取得資金、もしく
は同資金のリファイナンスに充当

https://www.daiwa-
office.co.jp/ja/esg/greenbond/index .

html

日本都市ファンド投資法人
（金融）

ローン 2024 10グリーンビルディング 10-1 適格クライテリアを満たす資産の取得資金に充当
https://www.jcr.co.jp/download/e1e

e2a85fd2aff81beadaa1c89345253a0822
c2dc84af1d3fa/23d1638.pdf

星野リゾート・リート投資法
人
（金融）

ローン 2024 1 再生可能エネルギー
2 省エネルギー、
3 汚染の防止と管理、
10グリーンビルディング

10-1 グリーンビルディング「OMO7 大阪」の取得資金及びその関連費用
の一部に充当

https://www.jcr.co.jp/download/

daabd424d2e024c4204c2a99698
a0debd004660aa04cd94bad/24d

0793_2.pdf

DREAMプライベートリート
投資法人
（金融）

ローン 2024 10グリーンビルディング 10-1 対象物件の取得時借入金及びリファイナンス（ロジポート流山B棟）
https://www.jcr.co.jp/download/

be1cec271a2e1ab6f277112c2226
14275eae61c81f62169ee1/24d06

80.pdf

◼ グリーンビルディング物件の取得については、物件の取得にも資金充当事例があった。

他多数

※：「小分類」については、事務局が資金使途の内容及びグリーンリストを参照し、独自に整理したもの
注：2025年2月14日時点

https://www.daiwa-office.co.jp/ja/esg/greenbond/index.html
https://www.daiwa-office.co.jp/ja/esg/greenbond/index.html
https://www.daiwa-office.co.jp/ja/esg/greenbond/index.html
https://www.jcr.co.jp/download/e1ee2a85fd2aff81beadaa1c89345253a0822c2dc84af1d3fa/23d1638.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/e1ee2a85fd2aff81beadaa1c89345253a0822c2dc84af1d3fa/23d1638.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/e1ee2a85fd2aff81beadaa1c89345253a0822c2dc84af1d3fa/23d1638.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/daabd424d2e024c4204c2a99698a0debd004660aa04cd94bad/24d0793_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/daabd424d2e024c4204c2a99698a0debd004660aa04cd94bad/24d0793_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/daabd424d2e024c4204c2a99698a0debd004660aa04cd94bad/24d0793_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/daabd424d2e024c4204c2a99698a0debd004660aa04cd94bad/24d0793_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/be1cec271a2e1ab6f277112c222614275eae61c81f62169ee1/24d0680.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/be1cec271a2e1ab6f277112c222614275eae61c81f62169ee1/24d0680.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/be1cec271a2e1ab6f277112c222614275eae61c81f62169ee1/24d0680.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/be1cec271a2e1ab6f277112c222614275eae61c81f62169ee1/24d0680.pdf
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（参考）第5回WGでの議論を踏まえた発行事例調査② 船舶

分類
発行体/借り手
（業種）

資金
調達
手段

発行年
グリーンボンド
等の分類区分

小分類※ 資金使途 出所

船舶関連
（グリーン
ファイナン
ス）

日本郵船株式会社 ボンド 2024 記載なし 6-1, 9-2 アンモニア燃料アンモニア輸送船（重油及びア
ンモニアの二元燃料船）の研究開発費及び建造
資金の一部
※重油をバイオ燃料に転換すること、及びアン
モニアについてもブルーアンモニア又はグリー
ンアンモニア等に転換することが可能な設計

https://www.nyk.com/news/2024/__icsFiles/afield

file/2024/04/01/G_SECOND_PARTY_OPINION_1.pd

f

親力海運株式会社 ローン 2024 記載なし - 省エネ・CO2 排出量削減を実現する内航船舶建
造資金
※詳細不明

https://www.hirogin.co.jp/ir/news/paper/news241029-
2.pdf

山陽オイル株式会社 ローン 2022 記載なし - バイオ燃料を使用したバンカー船建造資金
※詳細不明

https://www.hirogin.co.jp/ir/ne ws/paper/ne ws22

0516-1.pdf

川崎市 ボンド 2023 3 汚染の防止と
管理

3-6 清掃船（電気推進船）の建造
https://www.jcr.co.jp/download/10e8d7ba42e842

8ecbecbe2918489ee45ee4a8e472b2a01721/23d07

20.pdf

※：「小分類」については、事務局が資金使途の内容及びグリーンリストを参照し、独自に整理したもの
注：2025年2月14日時点

◼ グリーンファイナンスを活用した資金調達の事例は以下のとおり。

https://www.nyk.com/news/2024/__icsFiles/afieldfile/2024/04/01/G_SECOND_PARTY_OPINION_1.pdf
https://www.nyk.com/news/2024/__icsFiles/afieldfile/2024/04/01/G_SECOND_PARTY_OPINION_1.pdf
https://www.nyk.com/news/2024/__icsFiles/afieldfile/2024/04/01/G_SECOND_PARTY_OPINION_1.pdf
https://www.hirogin.co.jp/ir/news/paper/news241029-2.pdf
https://www.hirogin.co.jp/ir/news/paper/news241029-2.pdf
https://www.hirogin.co.jp/ir/news/paper/news22
https://www.jcr.co.jp/download/10e8d7ba42e8428ecbecbe2918489ee45ee4a8e472b2a01721/23d0720.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/10e8d7ba42e8428ecbecbe2918489ee45ee4a8e472b2a01721/23d0720.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/10e8d7ba42e8428ecbecbe2918489ee45ee4a8e472b2a01721/23d0720.pdf
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（参考）第5回WGでの議論を踏まえた発行事例調査② 船舶

◼ トランジションファイナンスを活用した資金調達の事例は以下のとおり。

分類
発行体/借り手
（業種）

資金
調達
手段

発行年 資金使途 出所

船舶関連
（トランジ
ションファイ
ナンス）

日本郵船株式会社
（交通・運輸）

ボンド 2021 「NYKグループESGストーリー」に掲げた、エネルギー分野における事業タ
イムライン（ロードマップ）で予定する投資（新規支出及び既存支出のリ
ファイナンス）等
例）洋上風力発電支援船、アンモニア燃料船、水素燃料電池搭載船、LNG燃
料船、LNG燃料供給船、LPG燃料船、運航効率化と最適化

https://www.nyk.com/news/2021/__icsFiles/afieldfile/202

1/07/02/DNV_NYK_Green-Transition_FW_SPO_3.pdf

ボンド 2024 中期経営計画に掲げた「2050年に向けた船舶燃料転換シナリオ」で予定する
投資（新規支出及び既存支出のリファイナンス）など
例）LNG燃料船、LPG燃料船など

https://www.nyk.com/news/2021/__icsFiles/afieldfile/202
1/07/02/DNV_NYK_Green-Transition_FW_SPO_3.pdf

株式会社商船三井
（交通・運輸）

ローン 2023 LNG二元燃料自動車船建造資金
https://www.mol.co.jp/sustainabilit y/finance/

ローン 2023 ウインドチャレンジャー搭載バルカー船建造資金
https://www.mol.co.jp/sustainability/f inance/

ローン 2021 LNG焚内航フェリー2隻建造資金
https://www.jcr.co.jp/download/f82e 0cfcc4b094b11

1f24cc224ec824474fec94c7b47b14e24/21d0586_2.p
df

※：「小分類」については、事務局が資金使途の内容及びグリーンリストを参照し、独自に整理したもの
注：2025年2月14日時点

https://www.mol.co.jp/sustainability/finance/
https://www.mol.co.jp/sustainability/finance/
https://www.jcr.co.jp/download/f82e0cfcc4b094b111f24cc224ec824474fec94c7b47b14e24/21d0586_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/f82e0cfcc4b094b111f24cc224ec824474fec94c7b47b14e24/21d0586_2.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/f82e0cfcc4b094b111f24cc224ec824474fec94c7b47b14e24/21d0586_2.pdf
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（参考）第5回WGでの議論を踏まえた発行事例調査③ハイブリッド車

発行体/借り手
（業種）

資金
調達
手段

発行年
グリーンボンド等の分

類区分
小分類※ 資金使途 出所

岩手県
（自治体）

ボンド 2024 6 クリーンな運輸 6-1 フレームワークに定める適格プロジェクトの1つに、
「電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の購入、充電設備等の
導入」が位置づけ
※PHV に関しては、CO2 排出量が 50gCO2/p-㎞（1人あたり1㎞あ
たり）以下である車両を対象

https://www.pref.iwate.jp/_res/

projects/default_project/_page_/

001/072/370/23d0207.pdf

ネッツトヨタ神戸株式会社
（卸売・小売）

ローン 2023 6 クリーンな運輸 6-1 ① 環境改善効果を有する車両の購入資金（ハイブリッド車・プラグ
インハイブリッド車・電気自動車および燃料電池自動車）
※Climate Bonds Initiativeが公表している”Land Transport 
Criteria”において、国際エネルギー機関（IEA）の 2℃目標達成に向
けた科学的根拠に基づくデータをもとに算定された、2050年の1人あ
たり 1 ㎞あたり CO2排出量以下となる車両。
→すなわち1 人あたり 1 ㎞あたり CO2 排出量が50g-CO2/p-㎞以下
である車両

https://www.jcr.co.jp/download/

424e4061356ec61f15e1c4f4dfbcc

de614058066a544144835/22d13
23.pdf

住友三井オートサービス株式
会社
（金融）

ボンド 2020 6 クリーンな運輸 6-1 英非営利団体 Climate Bonds Initiative が定めるグリーンボンドの
適格性基準に準拠して、国際エネルギー機関（IEA）が提示する乗車
1人あたり走行によるCO2排出量の閾値を下回るHV（ハイブリッド
車）、EV（電気自動車）及びFCV（燃料電池自動車）の購入資金

https://www.smauto.co.jp/pdf/f i

nance/greenbond/GreenBondFra
mework.pdf

株式会社イチネンホールディ
ングス（交通・運輸）

ボンド 2019 6 クリーンな運輸 6-1 リース用ハイブリッド車購入代金のリファイナンスに充当

https://www.jcr.co.jp/download/

788abb61a117ff6f676c130c6b49
6d3c711bb9ab4e1d46f717/20190

930_ICHINENJ.pdf

◼ ハイブリッド車については以下の発行事例がある。

※：「小分類」については、事務局が資金使途の内容及びグリーンリストを参照し、独自に整理したもの
注：2025年2月14日時点

https://www.jcr.co.jp/download/424e4061356ec61f15e1c4f4dfbccde614058066a544144835/22d1323.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/424e4061356ec61f15e1c4f4dfbccde614058066a544144835/22d1323.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/424e4061356ec61f15e1c4f4dfbccde614058066a544144835/22d1323.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/424e4061356ec61f15e1c4f4dfbccde614058066a544144835/22d1323.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/788abb61a117ff6f676c130c6b496d3c711bb9ab4e1d46f717/20190930_ICHINENJ.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/788abb61a117ff6f676c130c6b496d3c711bb9ab4e1d46f717/20190930_ICHINENJ.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/788abb61a117ff6f676c130c6b496d3c711bb9ab4e1d46f717/20190930_ICHINENJ.pdf
https://www.jcr.co.jp/download/788abb61a117ff6f676c130c6b496d3c711bb9ab4e1d46f717/20190930_ICHINENJ.pdf
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（参考）第5回WGでの議論を踏まえた発行事例調査③ ハイブリッド車

発行体/借り手
（業種）

資金
調達
手段

発行年
グリーンボンド等の

分類区分
小分類※ 資金使途 出所

豊田合成株式会社（輸送用機械） サステナ債 2025年 6 クリーンな運輸 6-1 ゼロエミッション車（BEV・FCEV）向け製品、ゼロエミッション車（BEV・
FCEV）普及に必要な製品・部品の研究開発、製品製造のための各種設備投資費用

https://www.toyoda-

gosei.co.jp/csr/pdf/Framework_SPIF.
pdf

マツダ株式会社（輸送用機械） トランジ
ション債

2024 6 クリーンな運輸 6-1 1) BEV の開発・生産

• BEV の車両の開発・製造に関する研究開発費、設備投資および製造原価
バッテリー等の BEV の構成部品の開発・製造に関する研究開発費、設備投資
および購入費用

2)マルチソリューションによる CO2 排出量の削減

• PHEV およびハイブリッド車（以下、「HEV」）の車両の開発・製造に関する
研究開発費、設備投資および製造原価

• PHEV および HEV の構成部品の開発・製造に関する研究開発費、設備投資お
よび購入費用
CN 燃料（次世代バイオ燃料、合成燃料等）の開発に関する研究開発費 https://www.mazda.com/conte nt

/dam/mazda/corporate/mazda-
com/ja/pdf/investors/library/sust

ainable-

finance/second_party_opinion_24
0126_j.pdf

トヨタ自動車株式会社（輸送用
機械）

サステナ債 2023 6 クリーンな運輸 6-1 • 電気自動車（BEV）の車両および構成部品の開発・製造に関する研究開発費、
設備投資および製造原価

• 燃料電池自動車（FCEV）の車両および構成部品の開発・製造に関する研究開
発費、設備投資および製造原価 https://global.toyota/pages/glob

al_toyota/ir/library/sustainability -

bond/sustainability-

bond_202305_jp.pdf

日産自動車株式会社（輸送用機
械）

サステナ債 2023 6 クリーンな運輸 6-1 • ゼロエミッション車の車両及び構成部品への研究開発・投資・支出

• クリーン輸送（BEV 充電設備への研究開発・投資・支出）

• ゼロエミッション車や低環境負荷車を使用したサービス、過疎地域や被災地等、
交通アクセスが限定的なエリアでの取り組みに関する研究開発・支出 等 https://www.nissan-

global.com/JP/IR/STOCK/SUSTAI
NABLE_FINANCE/ASSETS/PDF/Nis

san-SBR-Mar2024_jp.pdf

トヨタ自動車株式会社（輸送用
機械）

サステナ債 2022 6 クリーンな運輸 6-1 • 電気自動車（BEV）の車両および構成部品の開発・製造に関する研究開発費、
設備投資および製造原価

• 燃料電池自動車（FCEV）の車両および構成部品の開発・製造に関する研究開
発費、設備投資および製造原価 https://global.toyota/pages/glob

al_toyota/ir/library/sustainability -
bond/sustainability-

bond_202205_jp.pdf

トヨタ自動車株式会社（輸送用
機械）

サステナ債 2021 6 クリーンな運輸 6-1 • 「電気自動車（BEV）」の車両および構成部品の開発・製造に関する研究開発
費、設備投資および製造原価

• 「燃料電池自動車（FCV）」の車両および構成部品の開発・製造に関する研究
開発費、設備投資および製造原価 https://global.toyota/pages/glob

al_toyota/ir/library/sustainability -
bond/sustainability-

bond_202103_jp.pdf

◼ トランジションファイナンス債やサステナブル債等を活用した資金調達の事例は以下のとおり。

※：「小分類」については、事務局が資金使途の内容及びグリーンリストを参照し、独自に整理したもの
注：2025年2月14日時点

https://www.toyoda-gosei.co.jp/csr/pdf/Framework_SPIF.pdf
https://www.toyoda-gosei.co.jp/csr/pdf/Framework_SPIF.pdf
https://www.toyoda-gosei.co.jp/csr/pdf/Framework_SPIF.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/IR/STOCK/SUSTAINABLE_FINANCE/ASSETS/PDF/Nissan-SBR-Mar2024_jp.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/IR/STOCK/SUSTAINABLE_FINANCE/ASSETS/PDF/Nissan-SBR-Mar2024_jp.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/IR/STOCK/SUSTAINABLE_FINANCE/ASSETS/PDF/Nissan-SBR-Mar2024_jp.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/IR/STOCK/SUSTAINABLE_FINANCE/ASSETS/PDF/Nissan-SBR-Mar2024_jp.pdf
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（参考）内航カーボンニュートラルに向けた取組
（大分類６関連）
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（参考）ビルにおけるフロン漏洩対策について
（大分類10関連）

• エアコンや冷蔵ショーケースなどの冷媒に使われている代替フロン（HFCs）には、CO2の数
十～1万倍以上の非常に高い温室効果がある。

• 冷媒用途のHFCs排出量の内訳について、業務用エアコンが全体の約４割を占めており、ビルに
おける機器使用中のフロンの漏洩防止や機器廃棄時のフロン回収の徹底が急務となっている。

• 機器使用中の漏洩防止については、IoT技術を活用してフロンの漏洩や故障などを常時監視す
るシステムを導入することで、従来の目視による簡易点検を代替することが認められている。

• フロン漏洩の早期検知・対応によって、電力コストやCO2排出量の削減にも効果がある。

管理者

第一種特定製品 遠隔監視
センター

監視装置

漏洩やその疑いが
検知された場合、
診断結果を通知

計測
（圧力、冷媒温度、
空気温度等）

インターネット等
※「監視装置」が第一種特定製品に内蔵されている場合もある。

常時監視システムによる簡易点検のイメージ

計測、診断、記録、通知

フロン類漏洩防止による
電力消費削減提案チラシ
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